
   津市建設工事総合評価落札方式試行要領 

 

平成２０年１２月２２日 

 

 改正 平成２１年８月３日 

    平成２２年３月３１日 

    平成２２年５月１９日 

    平成２３年３月３１日 

    平成２５年１月１１日 

    平成２６年３月３１日 

 

 （趣旨） 

第１条 この要領は、本市が発注する工事又は製造の請負（以下「建設工事」

という。）において、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下

「令」という。）第１６７条の１０の２の規定に基づき、価格その他の条件

が本市にとって最も有利なものをもって申込みをした者を落札者とする方式

（以下「総合評価落札方式」という。）を実施するに当たり、別に定めるも

ののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （対象とする建設工事） 

第２条 総合評価落札方式の対象とする建設工事は、次の各号のいずれかに該

当するものとする。 

  技術提案を要する工事について、入札者の工事の施工能力、技術提案内

容、施工計画等（以下「技術提案等」という。）に基づき、技術提案等を

活用して、工事品質又は性能と入札価格を一体として評価することが妥当

と認められる工事 

  公共工事の品質を確保するため、入札者の過去の工事成績を中心に、同

種同規模工事の実績、社会貢献、配置予定技術者の保有資格等と入札価格

を一体として評価することが妥当と認められる工事 

  地域実情に十分な配慮及び地理的条件の熟知が必要とされる工事につい

て、入札者が属する地域要件を中心に、入札者の過去の工事成績、社会貢

献、配置予定技術者の保有資格等と入札価格を一体として評価することが

妥当と認められる工事 

  その他市長が総合評価落札方式により実施することが適当であると認め



る工事 

 （総合評価落札方式の類型） 

第３条 総合評価落札方式の類型は、次のとおりとする。 

   技術提案型 前条第１号の工事に該当する場合 

   工事成績重視型 前条第２号の工事に該当する場合 

   地域力活用型 前条第３号の工事に該当する場合 

   その他 前条第４号の工事に該当する場合 

 （落札者決定基準に定める事項） 

第４条 市長は、総合評価落札方式により入札を実施しようとするときは、令

第１６７条の１０の２第３項に規定する落札者決定基準として、次に掲げる

事項を定めるものとする。 

  総合評価点（価格その他の条件に基づいて総合的に算定した評価点をい

う。以下同じ。） 

  価格点（入札価格に基づいて算定する評価点をいう。以下同じ。）及び

価格以外の評価点（施工能力等に基づいて算定する評価点をいう。以下同

じ。） 

  価格以外の評価点の評価項目 

  前３号に掲げるもののほか、対象工事の性質に応じて必要となる事項 

 （学識経験者の意見聴取及び落札者決定基準の審査） 

第５条 建設工事に係る担当の課長等（以下「工事担当課長」という。）は、

総合評価落札方式により入札を実施しようとするときは、対象工事を選定し、

調達契約課長に契約依頼するものとする。 

２ 調達契約課長は、総合評価落札方式による入札の契約依頼を受けた場合、

落札者決定基準案について、速やかに津市建設工事等入札参加資格審査委員

会設置要綱（平成１８年津市訓第３号。以下「要綱」という。）第９条第１

項に規定する技術審査部会（以下「技術審査部会」という。）（対象工事が

大規模かつ技術的難度の高い建設工事である場合にあっては、別に定める技

術審査委員会）の審査に付し、技術的な事項の承認を得た後、総務部長の承

認を得るものとする。 

３ 前項の総務部長の承認があったときは、調達契約課長は、落札者決定基準

案について学識経験者の意見を聴かなければならない。この場合において、

総合評価落札方式を実施した場合の落札者決定基準に基づく落札者の決定に

ついて改めて意見を聴く必要があるかどうかについて、併せて意見を聴くも



のとする。 

４ 総務部長は、落札者決定基準案に前項の学識経験者の意見を添えて、要綱

に基づく津市建設工事等入札参加資格審査委員会（以下「委員会」とい

う。）の審査に付すものとする。 

 （失格基準価格の設定） 

第６条 総合評価落札方式による入札においては、津市低入札価格調査試行要

領（平成２０年１２月２２日施行）第４条に基づき失格基準価格を設定する

ものとし、失格基準価格未満の金額の入札は失格とする。 

 （入札方法及び評価項目算定資料の提出） 

第７条 総合評価落札方式により入札を行うときは、この要領、津市建設工事

等条件付一般競争入札実施要領（平成１８年１月１日施行）及び津市建設工

事等事後審査型条件付一般競争入札実施要領（平成２０年６月１日施行）に

より実施するものとする。 

２ 入札者は、価格以外の評価をするための次に掲げる資料（以下「評価項目

算定資料」という。）のうち、入札公告に示された資料を入札公告に示す期

日までに提出しなければならない。 

  評価項目算定資料届出書（第１号様式） 

  市内工場における製作（第２号様式） 

  市内業者・市内産資材購入計画（第３号様式） 

  市内本店業者施工率（第４号様式） 

  施工実績評価資料（第５号様式） 

  配置予定技術者評価資料（第６号様式） 

  技術提案書（第７号様式） 

  工事工程表（第８号様式） 

  その他市長が必要と認める資料 

３ 前項による評価項目算定資料の提出がなかった入札者の入札書は無効とす

る。 

 （入札者への周知） 

第８条 市長は、入札者に対し入札公告により次に掲げる事項を周知するもの

とする。 

  総合評価落札方式を採用していること。 

  評価項目算定資料を提出すること。 

  価格以外の評価点の評価項目及びその配点に関すること。 



  落札者決定基準及び落札者決定方法 

  総合評価に関する審査結果が公表されること。 

  価格以外に評価する項目のうち、審査結果の照会ができる項目に関する

こと。 

  その他必要と認める事項 

 （価格以外の評価点の決定） 

第９条 価格以外の評価点は、入札者が提出した評価項目算定資料に基づき対

象工事に応じて技術審査部会（対象工事が大規模かつ技術的難度の高い建設

工事である場合にあっては、別に定める技術審査委員会）及び委員会におい

て審査し、決定するものとする。 

 （技術提案の採否通知） 

第１０条 第３条第１号に規定する技術提案型における技術提案等の採否につ

いては、総合評価落札方式技術提案採否通知書（第９号様式）により入札者

に対して通知するものとする。 

２ 技術提案等が適正と認められなかった者に対しては、その理由を付して通

知するものとする。 

３ 前項の通知を受けた者は、通知を受けた日の翌日から起算して２日以内に

書面により、その理由の説明を求めることができる。 

４ 市長は、前項の説明を求められた場合、説明を求められた日の翌日から起

算して４日以内に総合評価落札方式技術提案採否結果の照会に対する回答書

（第１０号様式）により回答するものとする。 

 （価格以外の評価結果の公表及び審査結果の照会） 

第１１条 第９条の規定により価格以外の評価点を決定したときは、本市のホ

ームページに掲載して公表するものとする。 

２ 入札者は、前項の規定により公表された日の翌日から起算して２日以内に

第８条第６号の審査結果の照会ができる項目について、書面により市長に対

し自らの審査結果の照会をすることができる。 

３ 市長は、前項の規定による照会があった場合は、速やかに審査結果の照会

に対する回答書（第１１号様式）により回答するものとする。この場合にお

いて、第３条第１号に規定する技術提案型に係る審査結果の照会である場合

は、第９条の規定による審査及び決定の上、回答するものとする。 

４ 第１項の規定は、前項の規定による審査の結果、価格以外の評価点を修正

した場合について準用する。 



 （開札及び総合評価点の算出） 

第１２条 開札は、価格以外の評価点が決定した後に行うものとする。 

２ 総合評価点の算出は、入札が無効でない者のうち、入札書記載金額が予定

価格の範囲内で、失格基準価格以上の者について行う。 

 （落札者の決定） 

第１３条 市長は、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号に定めるところに

より落札者又は落札候補者を決定するものとする。 

  第５条第３項後段の規定により改めて学識経験者の意見を聴く必要がな

いとされた場合 総合評価点が最も高い者を落札者と決定する。この場合

において、総合評価点が最も高い者が複数あるときは、くじ引きにより落

札者を決定する。 

  第５条第３項後段の規定により改めて学識経験者の意見を聴く必要があ

るとされた場合 総合評価点が最も高い者を落札候補者と決定する。この

場合において、総合評価点が最も高い者が複数あるときは、くじ引きによ

り落札候補者を決定する。 

２ 前項第２号の場合においては、市長は、改めて学識経験者の意見を聴いた

上で、同号の落札候補者を落札者と決定するものとする。 

 （技術提案型落札者の履行責任等） 

第１４条 第３条第１号に規定する技術提案型における落札者（以下「技術提

案型落札者」という。）は、契約締結後、自らの提出した技術提案等を履行

する責任を有する。 

２ 工事目的物について、技術提案の内容が満たされない場合は、技術提案型

落札者は、再度の施工義務を負う。 

３ 前項の場合において、提案内容の再度の施工が困難であることが確認され

た場合は、不履行の確認日から翌年度までの総合評価落札方式における価格

以外の評価点の減点を行うものとする。 

 （期限の特例） 

第１５条 この要領に規定する期限については、津市の休日を定める条例（平

成１８年津市条例第１４号）第３条の規定を準用する。 

 （委任） 

第１６条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

１ この要領は、平成２０年１２月２２日から施行する。 



   附 則（平成２１年８月３日） 

 この要領は、平成２１年８月７日から施行する。 

   附 則（平成２２年３月３１日） 

 この要領は、平成２２年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２２年５月１９日） 

 この要領は、平成２２年５月２０日から施行する。 

   附 則（平成２３年３月３１日） 

 この要領は、平成２３年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２５年１月１１日） 

 この要領は、平成２５年１月１５日から施行する。 

   附 則（平成２６年３月３１日） 

 この要領は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

 



第１号様式（第７条関係） 

評 価 項 目 算 定 資 料 届 出 書 

  年  月  日 

（あて先）津市長 

                        住所（所在地） 

                    届出者  商号（名称） 

                        代 表 者 氏 名                 

  次の工事に係る評価項目算定資料を届け出ます。 

なお、次の記載事項及び添付書類等の内容については、事実と相違ないことを誓約します。 

工 事 番 号   年度 

工 事 名  

開 札 日 時   年  月   日    午前・午後   時   分 

評価項目（入札公告に示された該当項目のみ記載） 説明、添付書類等 

地域要件 

 工事箇所と同一地区内（市内） 
本店（本社）所在地が属する

区分に○を記載してくださ

い。 

 工事箇所と同一地区外（市内） 

 工事箇所と同一地区外（市外） 

地域貢献 

 市内工場における製作 
市内工場における製作（第２

号様式）※必要な場合のみ 

 市内業者からの資材購入 市内業者・市内産資材購入計画（第

３号様式）※必要な場合のみ  市内産資材の購入 

 市内本店業者施工率 
市内本店業者施工率（第４号

様式）※必要な場合のみ 

工事実績 
別紙「施工実績評価資料（第５号様式）」 

のとおり 

施工実績評価資料（第５号様 

式） 

社会貢献 

有・無 ＩＳＯ９０００ｓ認証取得等 
ＩＳＯ９０００ｓ認証書等

（写し） 

   点 労働福祉の状況 経営規模等評価結果通知書

（写し） 有・無 防災協定の有無 

配置予定技術者 

保有資格 
資格名  

配置予定技術者の保有する

資格証（写し） 

配置予定技術者 

工事施工実績 

別紙「配置予定技術者評価資料（第６号様式）」

のとおり 

配置予定技術者評価資料（第

６号様式） 

その他  公告において示す書類 

技術提案 別紙「技術提案書（第７号様式）」のとおり 
技術提案書（第７号様式） 

※技術提案型の場合のみ 

※この届出書の取下げは認められませんので、工事完了まで専任できる技術者を十分に検討の上、提出す

ること。 



第２号様式（第７条関係） 

 

市内工場における製作 

                      

工 事 名 
 

 

業 者 名  

 

資  材  名 

（製 作 物） 

 

製 作 工 場 

 

所  在  地 

１  

 

 

自社・その他 

 

 

 

２  

 

 

自社・その他 

 

 

 

３  
 

自社・その他 
 

４  自社・その他  

５  自社・その他  

備  考 

 

 

 

 

 

 

（注１）指定する資材についてのみ記載すること。 

（注２）市内工場における製作予定がない場合については、提出を要しない。 

          



第３号様式（第７条関係） 

 

市内業者・市内産資材購入計画 

                      

工 事 名  

業 者 名  

 

資  材  名 購  入  先 市 内 産 

１  

所在  

 

名称  

２  

所在  

 

名称  

３  

所在  

 

名称  

４  

所在  

 

名称  

５  

所在  

 

名称  

備  考 

 

 

（注１）指定する資材についてのみ記載すること。 

（注２）市内産資材の場合は、市内産欄に○を記入すること。 

（注３）市内業者からの購入又は市内産資材の購入計画のない場合は、提出を要しない。 



第４号様式（第７条関係） 

 
市内本店業者施工率 

 

工   事  名  

業 者 名  

  
当該工事の一次下請総額に占める市内本店業者の施工率について、次のとおり資料を提出します。 

              

 

一次下請に占める 

市内本店業者施工額（ａ） 
一次下請総額（ｂ） 

市内本店業者施工率（％） 

（ａ）÷（ｂ）×１００ 

＜小数点以下切り捨て＞ 

           円              円        ％ 

 

（注１）市内本店業者とは、津市内に本店及び建設業法上の主たる営業所を有する建設業者をいう。 

（注２）本評価項目の申請内容については、契約後及び工事施工完了時に施工体制台帳、部分下請通知

書、下請契約書等により確認する。申告した施工率を最終的に下回った場合、指名停止の対象と

する。 

（注３）（ａ）及び（ｂ）には、申請時点で予定している額を記入すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第５号様式（第７条関係） 

 

 

施工実績評価資料 

 

工 事 名   

業 者 名  

 

   同種（類似）工事施工実績 

工 事 名   

工 事 場 所  

発 注 者 名  

契 約 金 額  

工   期 年  月  日 ～   年  月  日 

受 注 形 態  □ 単独      □ 共同企業体（出資比率   ％） 

工事概要等  

（注）上記工事について確認できる書類（コリンズ、設計書内訳表等の写し）を添付すること。 

  
 



第６号様式（第７条関係） 

 

配置予定技術者評価資料 

 

 

工 事 名  

業 者 名  

 

配置技術者 

区 

 

分 

□ 主任技術者 
ふりがな  

氏 名  
□ 監理技術者 

 

同種(類似)工事施工実績 

工 事 名   

工 事 場 所  

発 注 者 名  

契 約 金 額  

工   期 年  月  日 ～   年  月  日 

受 注 形 態  □ 単独      □ 共同企業体（出資比率   ％） 

担 当 区 分  □ 主任技術者   □ 監理技術者 

工事概要等  

注１）上記工事について確認できる書類（コリンズ、設計書内訳表等の写し）を添付すること。 

注２）上記で記載した技術者は、契約時に変更できません。 

 



第７号様式（第７条関係） 

 

技 術 提 案 書 

 

 

工 事 名  

  業 者 名  

 

課 題  

 

 

 

 □ 工程管理 

 □ 周辺環境 

 □ 特記課題 

 

【提案内容等】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【具体的な検証方法】 

※ 工程管理の提案に際しては、工事工程表（第５号様式）に具体的な工程を記載してください。 

 



第８号様式（第７条関係） 

工 事 工 程 表 

 

工 事 名  

業 者 名  

 

 

項 目 単位 数量 
  月   月   月   月   月   月   月   月   月   月 

                              

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 



第９号様式（第１０条関係） 

 

総合評価落札方式技術提案採否通知書 

                      

（記 号 番 号）  

年  月  日 

 

（名   称） 様 

 

津 市 長 （氏   名） 印           

           

年  月  日付けで提出された技術提案に対する審査結果について、次のとおり通知し

ます。 

 

工 事 番 号  

工 事 名   

審 査 結 果 採用        ／       不採用 

不 採 用 理 由   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第１０号様式（第１０条関係） 

 

総合評価落札方式技術提案採否結果の照会に対する回答書 

                      

（記 号 番 号）  

年  月  日 

 

（名   称） 様 

 

津 市 長 （氏   名） 印             

           

年  月  日付けであった総合評価落札方式技術提案採否結果に対する照会について、

次のとおり回答します。 

 

工 事 番 号  

工 事 名   

回 答 内 容   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第１１号様式（第１１条関係） 

 

審査結果の照会に対する回答書 

                      

（記 号 番 号）  

年  月  日 

 

（名   称） 様 

 

津 市 長 （氏   名） 印           

           

 

年  月  日付けであった審査結果に対する照会について、次のとおり回答します。 

 

工 事 番 号  

工 事 名   

回 答 内 容   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


